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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】微小球面の形状計測を行なう場合は、光軸調整
が容易で、高精度な測定が出来、誤差の少ない測定手法
を提供すると共に、平面形状計測では、位相シフトを行
なうための機械的な移動機構を不要とし、低コストで位
相シフトを用いた微細形状の形状計測を実現可能とする
。
【解決手段】拡大光学系１０、１２の一部を透過し、測
定対象面９を照射する可干渉性光源２０と、該光源２０
と測定対象面９の間の拡大光学系内に基準面３０を有し
、この基準面３０で反射した参照光と、基準面３０を透
過し測定対象面９で反射される被検光とを干渉させるこ
とにより、測定対象面９の形状を計測するように構成さ
れた干渉計とを備えた干渉型表面形状測定装置であって
、撮像素子上に干渉縞画像を生成する干渉計部７２の結
像光学系が、拡大光学系とは独立した焦点調節機構を有
し、前記拡大光学系を通して無限遠方までの任意位置の
画像を前記の撮像素子４０上に結像可能とする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　拡大光学系と、
　該拡大光学系の一部を透過し、測定対象面を照射するように配置された可干渉性光源と
、
　該可干渉性光源と測定対象面の間の拡大光学系内に基準面を有し、この基準面で反射し
た参照光と、基準面を透過し測定対象面で反射させることによって得られる被検光とを干
渉させることにより、測定対象面の形状を計測し得るように構成された干渉計とを備えた
干渉型表面形状測定装置であって、
　撮像素子上に干渉縞画像を生成する干渉計部の結像光学系が、拡大光学系とは独立した
焦点調節機構を有し、前記拡大光学系を通して無限遠方までの任意位置の画像を前記干渉
計の撮像素子上に結像することが可能であることを特徴とする干渉型表面形状測定装置。
【請求項２】
　前記可干渉性光源の波長を変化させることにより、縞の位相を変えた干渉縞画像を複数
枚取得し、測定対象面の形状情報を得ることを特徴とする請求項１に記載の干渉型表面形
状測定装置。
【請求項３】
　前記可干渉性光源が複数搭載され、単独あるいは組合せて測定対象面を照射できるよう
に構成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の干渉型表面形状測定装置。
【請求項４】
　前記可干渉性光源が、半導体レーザを使用し、この半導体レーザの駆動電流変化により
生じる波長変化を利用していることを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の干渉
型表面形状測定装置。
【請求項５】
　通常の観察を行なうための独立した照明光源と、観察用光学系を更に有し、
　前記干渉計測用の光学系と、観察用の光学系を切替えて使用可能に構成されたことを特
徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の干渉型表面形状測定装置。
【請求項６】
　通常の観察を行なうための独立した照明光源と、観察用光学系を更に有し、
　前記干渉計測用の可干渉性光源と観察用の光源とは異なる偏光特性を与えられ、
　これを同時に測定対象面に照射した後、偏光特性の違いを利用して測定画像と観測画像
を分離し、尚且つ、同時に取得できるように構成されたことを特徴とする請求項１乃至４
のいずれかに記載の干渉型表面形状測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高精度な表面形状計測に用いられる干渉計を用いた平面形状測定装置（干渉
型表面形状測定装置と称する）に係る。特に、曲率半径が数ミリ～数μｍといった通信分
野で多用される光ファイバを接続するための光学部品等、微小球面の形状計測や、半導体
等の平面基板上の微細形状を計測することが可能な干渉型表面形状測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　干渉計を用いた表面形状測定装置として、出願人は特許文献１で、光源からの光により
照射された被検体と参照体からの各々の反射光により干渉縞を形成する干渉光学系と、前
記干渉縞に基づいて前記被検体の表面性状測定を行なう表面性状測定部と、前記被検体か
らの反射光を集光する集光光学系と、前記被検体を並進移動させて前記集光光学系により
集光された光の変化に基づいて前記被検体の曲率半径測定を行なう曲率半径測定部とを含
む曲面形状測定装置を提案している。
【０００３】
　又、被測定面が平面の場合においては、測定対象物あるいは参照面や対物レンズを圧電



(3) JP 2008-82781 A 2008.4.10

10

20

30

40

50

素子（ＰＺＴ）等のアクチュエータで移動することで、位相シフトを行ない、形状測定を
可能とすることが、特許文献２や３に記載されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－５４９１０号公報
【特許文献２】特開平８－１１０２０４号公報
【特許文献３】特開平８－３１３２０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、曲率半径が数ミリ～数μｍといった微小球面の形状計測を行なう場合に
おいては、次のような問題が生じていた。
【０００６】
　（１）一般的なレンズ等の測定と同様に、口径がφ６０～１００ｍｍといった測定対象
物から比べれば大型の干渉計を用いて測定を行なわなければならない関係上、測定対象物
の反射光が微小で光軸調整機構が有効に利用できないため、測定前の調整作業に多大な時
間を必要としていた。
【０００７】
　（２）測定対象物が非常に小さいため、従来使用されてきた一般的な大きさのレンズ等
を測定する時に使用する、数枚程度で構成された参照レンズでは、基準参照面の精度には
問題が無くても、球面収差補正の点で不足がある。
【０００８】
　（３）従来球面形状測定等に一般的に使用されてきた「参照レンズをＰＺＴ等のアクチ
ュエータで移動し、光路長を可変にした位相シフトする方法」では、被測定面の曲率半径
がマイクロメートルオーダになった場合、位相シフトによる基準参照面の移動に伴い、被
測定面を照射する測定光の波面形状が変化し、正確に測定できない。
【０００９】
　又、特許文献２や３のように参照面や対物レンズをＰＺＴ等のアクチュエータで移動す
ることで位相シフトを行なう技術では、高精度な移動機構と制御装置が必要であり、高価
になるという問題点を有していた。
【００１０】
　本発明は、前記従来の問題点を解決するべくなされたもので、曲率半径が数ミリ～数μ
ｍといった微小球面の形状計測を行なう場合において、顕微鏡のような拡大光学系に干渉
計の光学系を組み合わせることで、光軸調整が容易で、高精度な測定に対応し、測定時に
生じる誤差の少ない測定手法を提供すると共に、平面形状計測においては、可干渉光源の
波長を変化させて位相シフトを行なう方法を用いることで、位相シフトを行なうための機
械的な移動機構を不要とし、低コストで位相シフトを用いた微細形状の形状計測が実現可
能となる手法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、拡大光学系と、該拡大光学系の一部を透過し、測定対象面を照射するように
配置された可干渉性光源と、該可干渉性光源と測定対象面の間の拡大光学系内に基準面を
有し、この基準面で反射した参照光と、基準面を透過し測定対象面で反射させることによ
って得られる被検光とを干渉させることにより、測定対象面の形状を計測し得るように構
成された干渉計とを備えた干渉型表面形状測定装置であって、撮像素子上に干渉縞画像を
生成する干渉計部の結像光学系が、拡大光学系とは独立した焦点調節機構を有し、前記拡
大光学系を通して無限遠方までの任意位置の画像を前記干渉計の撮像素子上に結像するこ
とが可能であるようにして、前記課題を解決したものである。
【００１２】
　前記可干渉性光源の波長を変化させることにより、縞の位相を変えた干渉縞画像を複数
枚取得し、測定対象面の形状情報を得ることができる。
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【００１３】
　又、前記可干渉性光源を複数搭載し、単独あるいは組合せて測定対象面を照射できるよ
うに構成することができる。
【００１４】
　又、前記可干渉性光源として半導体レーザを使用し、この半導体レーザの駆動電流変化
により生じる波長変化を利用するようにすることができる。
【００１５】
　又、通常の観察を行なうための独立した照明光源と、観察用光学系を更に有し、前記干
渉計測用の光学系と、観察用の光学系を切替えて使用可能に構成することができる。
【００１６】
　又、通常の観察を行なうための独立した照明光源と、観察用光学系を更に有し、前記干
渉計測用の可干渉性光源と観察用の光源とに異なる偏光特性を与え、これを同時に測定対
象面に照射した後、偏光特性の違いを利用して測定画像と観測画像を分離し、尚且つ、同
時に取得できるように構成することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、曲率半径が数ミリ～数μｍといった微小球面の形状計測を行なう場合
において、顕微鏡のような拡大光学系に干渉計の光学系を組み合わせることで、光軸調整
が容易で、高精度な測定に対応し、測定時に生じる誤差の少ない測定を行うことができる
。
【００１８】
　又、平面形状計測においては、可干渉光源の波長を変化させて位相シフトを行なう方法
を用いることで、位相シフトを行なうための機械的な移動機構が不要となり、低コストで
位相シフトを用いた微細形状の形状計測が実現可能となる。
【００１９】
　更に、上記計測を実現する高精度な光学部品（レンズ等）の性能評価や組立調整にも活
用できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下図面を参照して、本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００２１】
　本発明の第１実施形態は、本発明を球面測定に用いたもので、図１に光学系を示す如く
、顕微鏡対物レンズ１０、レンズ１２及び１４でなる拡大光学系と、該拡大光学系の一部
を透過し、被測定物８の測定対象面を照射するように配置されたレーザ等の可干渉性光源
２０と、該可干渉性光源２０と測定対象面の間の拡大光学系内に基準面（参照面とも称す
る）３０を有し、この基準面３０で反射した参照光と、該基準面３０を透過し測定対象面
で反射させることによって得られる被検光とを干渉させるためのビームスプリッタ（ＢＳ
）３２と、発生した干渉縞を撮像するための干渉縞撮像系４０とを含んでいる。図におい
て、２２は可干渉性光源２０の光を拡大するための拡大レンズである。
【００２２】
　この第１実施形態において、可干渉性光源２０より射出した光線は、レンズ２２により
ビーム径を拡大され、レンズ１２に入射され平行光線となる。基準面３０は、どちら側に
なってもよいが、通常、光源２０側の面（図の右側面）を半透過面とし、この面からの反
射光を参照光とする。
【００２３】
　基準面３０を透過した光は、そのままレンズ１０を通過し、測定対象面上を垂直に入射
する。レンズ１０としては、顕微鏡の対物レンズを使用し、ここでは無限補正対物レンズ
を使用する。倍率１Ｘから２００Ｘまで、通常使用される対物レンズが全て使用可能であ
る。無限補正対物レンズは、そのままでは結像しないので、レンズ１２が、顕微鏡として
の結像レンズと、干渉計としてのリレーレンズを兼ねる。
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【００２４】
　ここで、干渉測定用のレンズとして顕微鏡対物レンズ１０を使用する理由は、高精度の
球面測定に重要な球面収差の補正が十分なされていることと、測定対象面の曲率半径が、
非常に小さいからである。
【００２５】
　測定対象面から反射して戻ってきた光は、再度レンズ１０、基準面３０、レンズ１２を
逆に通過し、ビームスプリッタ３２を通り、レンズ１４によって、撮像系４０に干渉縞の
画像を生成する。
【００２６】
　通常顕微鏡として焦点調節する場合は、図２に全体構成を示す如く、顕微鏡光学系部７
０を被測定物８に対してＺ３の移動機構を使用して移動させるか、あるいは、被測定物８
を単独で移動して焦点調節を行なうが、本発明においては、これとは別に、干渉光学系部
７２も独立に移動可能な移動機構Ｚ２を設けている。
【００２７】
　このため、顕微鏡の焦点合わせとは別個に焦点調節を行なうことが可能であり、顕微鏡
対物レンズ１０を通して無限遠方に至る任意位置に対し焦点を合わせることが可能となる
。これにより、干渉光学系側では、顕微鏡対物レンズ１０の焦点位置外にある被測定物８
を観察することが可能となる。このため、この被測定物８の画像を見ながら位置合わせを
することが可能となり、光軸調整作業が格段に容易となる。
【００２８】
　又、本実施形態では、干渉光学系内部においても焦点調節機構Ｚ１を設けている。
【００２９】
　顕微鏡対物レンズ１０を通して無限遠方に至る任意位置に対し焦点を合わせることの意
味を説明するため、図３に、測定対象物（球）をセットし、まだ位置合わせを行なってい
ない状態の画像を示す。装置が横位置に設置されているため、周囲の状況の画像と、ずれ
て設置された測定対象物の球の画像が、干渉計視野内に見える。
【００３０】
　調整時の詳細な状況を以下に説明する。
【００３１】
　干渉測定時は、焦点位置が無限遠なので、図４（Ａ）に示す状態では、対物レンズを通
して周囲が見える。
【００３２】
　測定対象球をセットした状態を図４（Ｂ）に示す。
【００３３】
　次いで、画面を見ながら、図４（Ｃ）に示す如く、測定対象球の位置を、視野のほぼ中
央にセットする。そして、このまま光軸方向に球を近づけていく。
【００３４】
　測定対象球が、画面一杯になったところを図１１（Ｄ）に示す。球に反射して、対物レ
ンズが見える。
【００３５】
　更に近づけると、図４（Ｅ）に示す如く、対物レンズの中心にレーザ光が反射して見え
るので、この光線が画面から外れないようにすれば、迅速に光軸調整できる。
【００３６】
　更に近づけると、図４（Ｆ）に示す如く、徐々に光線が大きくなる。
【００３７】
　更に近づけると、図４（Ｇ）に示す如く、視野一杯まで広がる。
【００３８】
　更に近づけると、図４（Ｈ）に示す如く、今度は明るい部分が小さくなっていく。途中
、光線が画面から外れてきたら、その都度、適宜修正する。
【００３９】
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　更に近づけると、図４（Ｉ）に示す如く、一旦明るい部分が点になる。この位置が、球
の表面にピントが合った位置である。
【００４０】
　更に近づけると、図４（Ｊ）に示す如く、又、大きくなってくる。
【００４１】
　更に近づけると、図４（Ｋ）に示す如く、干渉縞が見えてくる。
【００４２】
　この辺で光軸調整（アライメント）モードに切り替えた状態を図４（Ｌ）に示す。
【００４３】
　次いで図４（Ｍ）に示す如く、Ｚ軸を調節してサイズを合わせ、光軸方向の位置をセッ
トする。
【００４４】
　次いで図４（Ｎ）に示す如く、Ｘ、Ｙ方向を調節して、光線を重ね合わせる。
【００４５】
　次いで、アライメントモードから干渉縞測定モードにすると、調節が良ければ、図４（
Ｏ）に示す程度の干渉縞が見える。
【００４６】
　あとは適宜Ｘ、Ｙ、Ｚを調節して、図４（Ｐ）に例示する如く、好みの干渉縞の見え方
に調節する。
【００４７】
　以上のように、測定用レーザ光のスポットが常に見えるため、この光線が視野から外れ
ないように保ちながら位置を調節することで、必ず迅速に干渉縞を観測可能な状態にセッ
トできる。
【００４８】
　図４（Ａ）～（Ｐ）まで、通常３０秒から１分程度である。
【００４９】
　本実施形態においては、測定対象面として、球面形状の基準となり得るほど高精度な球
面又は平面を使用することで、逆にレンズ１０自体の性能を測定するという応用も可能で
ある。
【００５０】
　第１実施形態は、一般の顕微鏡対物レンズ１０を測定レンズとして用いた場合の例であ
り、レンズ１０とは別個の基準面３０を設けて使用している。顕微鏡対物レンズ１０は、
収差補正が十分なされているため、実用上このような構成も可能となる。
【００５１】
　次に、本発明の第２実施形態を図５を参照して説明する。
【００５２】
　本実施形態は、顕微鏡対物レンズ１０の測定対象面側の最外面を基準面３０としたもの
であり、光線は、この球面である基準面３０をそれぞれ垂直に通過し、測定対象面上に垂
直に照射する。
【００５３】
　他の点は第１実施形態と同様であるので、説明は省略する。
【００５４】
　なお、光源２０から測定対象面までの間の任意の位置に任意形状の基準面を配置しても
、干渉計としては成立するので、目的に応じて選択することが可能である。
【００５５】
　次に、平面形状を干渉計測する場合に用いる本発明の第３実施形態を図６に示す。
【００５６】
　本実施形態においては、被測定物の測定対象面（平面）９に合わせて基準面３０が平面
にされると共に、測定のためのレンズ１０から測定対象面９に向かって平行な光束が射出
されるように、拡大レンズ２２の出側にコリメータレンズ２４が配置されている点が第２
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実施形態と異なる。
【００５７】
　本実施形態においては、レンズ１０と測定対象面９の間の測定対象面の側に基準面３０
が配置されている。この場合、実用的に使用可能な顕微鏡対物レンズ１０の倍率としては
、中低倍（２０～５０Ｘ程度）以下となる。
【００５８】
　前記第１乃至第３実施形態において、可干渉性光源２０の波長を変化させると、図７に
示すような、干渉縞の位相シフトを発生させることができる。ここで位相シフトとは、図
７に示すように、干渉縞の位置が変化する現象である。
【００５９】
　図７で示した５枚の位相シフトされた干渉縞画像に対して、ハリハラン法等の既に良く
知られた解析アルゴリズムを適用して形状データを算出し、３次元表示したものを図８に
示す。
【００６０】
　更に、図９に示す干渉縞画像の代表例について、同様にして位相シフトを行なった画像
を５枚取得し、形状を測定した例を図１０に示す。
【００６１】
　次に、半導体レーザを可干渉性光源として、複数の光源を組み込んだ第４実施形態の要
部を図１１に示す。図において、５１、５２、５３はレーザダイオード（ＬＤ）、６１、
６２、６３はコリメータレンズ、３４はプリズムである。
【００６２】
　波長が変化可能な可干渉性光源といっても、その可変範囲には限りがある。半導体レー
ザを用いたものでは、外部共振器型チューナブルレーザで数ｎｍ、駆動電流の制御による
方法では、高々０．１ｎｍ程度である。又、大きく波長を変えて複数の光源で測定を行な
う場合も生じる。そこで本実施形態では、３つの個別のレーザダイオード５１、５２、５
３を配置している。例えば３つのレーザダイオード５１、５２、５３の発振波長として、
４０３ｎｍ、６３５ｎｍ、７８０ｎｍのものを使用し、それぞれのオンオフを制御すれば
、各波長単独、あるいは組合せて測定を行なうことができる。又、各レーザダイオードに
は、駆動電流の制御により、個別に位相シフトを行なわせることも可能となる。
【００６３】
　プリズム３４の反射面は、波長選択性を持たせたものを使用することも勿論可能である
。これにより、透過効率と各レーザダイオードの分離を向上することができる。
【００６４】
　次に、本発明による適用効果が大きいと予想される測定対象面が平面の場合をとり、図
１２に第５実施形態を示す。図中において、照明光束は実線で、結像光線は破線で示す。
【００６５】
　本実施形態においては、新たに照明光源８０とレンズ８２が付加され、ビームスプリッ
タ（ＢＳ）８４により、干渉計用の可干渉性光源２０と同一光路を通って測定対象面９を
照明することが可能となるよう配置されている。
【００６６】
　本実施形態において、照明光源８０からの照明によって測定対象面９から来る光線（破
線）と、可干渉性光源２０の照射により、測定対象面９から反射して戻ってきた光（実線
）は、新たに設けられたビームスプリッタ（ＢＳ）８６により、干渉計とは別の光路を通
り、この例では接眼レンズ８８に入射されるものと、干渉計（４０）に入射されるものと
に分けられる。
【００６７】
　ビームスプリッタ８６は、図中にある矢印の方向で破線で形が示された位置まで移動し
、光路内を出し入れすることが可能となっている。このため、ビームスプリッタ８６の光
路内への挿入と連動して、可干渉性光源２０と照明光源８０をオンオフ、又は、シャッタ
等により遮断して切り替えることで、干渉縞撮像系４０において、通常の顕微鏡観測画像
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と干渉画像とを個別に観測することができると共に、別個に接眼レンズ８８で目視観測を
行なうことができる。
【００６８】
　又、ビームスプリッタ８６の光路内挿入と連動して、可干渉性光源２０から照明光源８
０に切り替えることにより、観察時の安全を確保するといった使用法も可能となる。
【００６９】
　次に、図１３を参照して本発明の第６実施形態を詳細に説明する。
【００７０】
　本実施形態は、第５実施形態において、更に、可干渉性光源２０と照明光源８０からの
光線を、それぞれ偏光素子９０、９２によって互いに直交する直線偏光であるｐ－偏光と
ｓ－偏光にする。可干渉性光源２０に半導体レーザ等を用いている場合、既に直線偏光で
ある場合もあるので、その場合は、そのまま使用することができる。
【００７１】
　これらは、偏光ビームスプリッタ８５で重ね合わされ、更に無偏光ビームスプリッタ３
３を経由して測定観察光学系内に導入される。
【００７２】
　測定対象面９から戻ってくるｐ－偏光とｓ－偏光は、偏光状態を保ったまま戻ってくる
ので、偏光ビームスプリッタ８７で、ｓ－偏光である照明による測定対象面の画像は、観
察光学系の接眼レンズ８８に導入され、ｐ－偏光である可干渉性光源２０による干渉画像
は、干渉計内の撮像光学系４０に、それぞれ分離されて導入される。
【００７３】
　このため、測定対象面９は可干渉性光源２０と通常の照明光源８０で同時に照射されて
いるにも拘わらず、観測光学系（８８）においては、通常の顕微鏡観察像を観測すること
ができると共に、尚且つ、干渉計光学系内の撮像系４０においては、同時に干渉画像だけ
を良好に得ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００７４】
【図１】本発明の第１実施形態の光学系を示す光路図
【図２】同じく全体構成を示す断面図
【図３】無限遠方に至る任意位置に対し焦点を合わせることを示すための図
【図４】同じく詳細な調整時の状況を示す図
【図５】本発明の第２実施形態の光学系を示す光路図
【図６】同じく第３実施形態の光学系を示す光路図
【図７】第１乃至第３実施形態で可干渉性光源の波長を変化したときに得られる、位相を
シフトされた干渉縞画像を示す図
【図８】図７から算出された形状データを３次元表示した例を示す図
【図９】干渉縞画像の代表例を示す図
【図１０】図９で位相シフトを行なった画像を５枚取得し形状測定した例を示す図
【図１１】本発明の第４実施形態の要部を示す光路図
【図１２】同じく第５実施形態の光学系を示す光路図
【図１３】同じく第６実施形態の光学系を示す光路図
【符号の説明】
【００７５】
　８…被測定物
　９…測定対象面
　１０…顕微鏡対物レンズ
　１２、１４…レンズ
　２０…可干渉性光源
　３０…基準面
　３２、３３、８５、８７…ビームスプリッタ（ＢＳ）
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　４０…干渉縞撮像系
　５１、５２、５３…レーザダイオード（ＬＤ）
　７０…顕微鏡光学系部
　７２…干渉光学系部
　８８…接眼レンズ
　９０、９２…偏光素子

【図１】 【図２】
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【図７】
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【図９】
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【図１１】 【図１２】
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